
 

 

 
 
 

件    名 職員の高齢者部分休業に関する条例 
主  管  課 人事課 
根 拠 法 令 等 地方公務員法及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律の一部を改正する法律 
（平成 16年６月９日公布、平成 16年８月１日施行） 

【制度の概要】 
定年前の職員が希望する場合、給料を減額して勤務時間を短縮することを、任命権者が

承認することができるようにするもの。 
 
【条例の概要】 
 １ 高齢者部分休業制度の導入 

任命権者が、定年前の職員で部分休業を希望する職員に対し、１週間の勤務時間の
一部について勤務しないことを承認することができる制度を導入 

 ２ 対象職員  
   定年前５年間の間にある職員 
３ 取得時間及び単位 

   週 20 時間以内、日又は 30分単位で取得 
 ４ 給与の減額 
  ・修学部分休業期間中、１時間当たりの給料、調整手当、管理職手当等を減額 
  ・自家用車等で通勤している職員のうち通勤回数を考慮して人事委員会規則で定め 

る職員について通勤手当を減額 
 ５ 退職手当 
   休業期間の２分の１に相当する期間を在職期間から除算 
 ６ 承認の取消し・短縮 

任命権者は、当該職員が高齢者部分休業をすることが公務の運営に支障があると認
めるときは、承認を取り消し、又は休業時間を短縮することができる。 

 ７ 休業時間延長 
   公務の運営に支障がなければ承認 
 ８ その他 
   ・申請手続、様式等は人事委員会規則に委任 
施 行 日 平成 17年４月１日 
 


